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 この目論見書により行う株式3,588,075千円（見込額）の募集
（一般募集）及び株式602,021千円（見込額）の売出し（引受人の
買取引受けによる売出し）並びに株式652,189千円（見込額）の売
出し（オーバーアロットメントによる売出し）については、当社は
金融商品取引法第５条により有価証券届出書を2021年７月26日に近
畿財務局長に提出しておりますが、その届出の効力は生じておりま
せん。 
 したがって、発行価格及び売出価格等については、今後訂正が行
われます。 
 なお、その他の記載内容についても訂正されることがあります。 

 
１．募集又は売出しの公表後における空売りについて 
(1）金融商品取引法施行令（以下「金商法施行令」という。）第26条の６の規定により、

「有価証券の取引等の規制に関する内閣府令」（以下「取引等規制府令」という。）第
15条の５に定める期間（有価証券の募集又は売出しについて、有価証券届出書が公衆の
縦覧に供された日の翌日から、発行価格又は売出価格を決定したことによる当該有価証
券届出書の訂正届出書が公衆の縦覧に供された時までの間（＊１））において、当該有
価証券と同一の銘柄につき取引所金融商品市場又は金商法施行令第26条の２の２第７項
に規定する私設取引システムにおける空売り（＊２）又はその委託もしくは委託の取次
ぎの申込みを行った投資家は、当該募集又は売出しに応じて取得した有価証券により当
該空売りに係る有価証券の借入れ（＊３）の決済を行うことはできません。 

(2）金融商品取引業者等は、(1)に規定する投資家がその行った空売り（＊２）に係る有価
証券の借入れ（＊３）の決済を行うために当該募集又は売出しに応じる場合には、当該
募集又は売出しの取扱いにより有価証券を取得させることができません。 
＊１ 取引等規制府令第15条の５に定める期間は、2021年７月27日から、発行価格及び

売出価格を決定したことによる有価証券届出書の訂正届出書が2021年８月４日か
ら2021年８月11日までの間のいずれかの日に提出され、公衆の縦覧に供された時
までの間となります。 

＊２ 取引等規制府令第15条の７各号に掲げる、次の取引を除きます。 
・先物取引 
・国債証券、地方債証券、社債券（新株予約権付社債券及び交換社債券を除

く。）、投資法人債券等の空売り 
・取引所金融商品市場における立会外売買による空売り 

＊３ 取引等規制府令第15条の６に定めるもの（売戻条件付売買又はこれに類似する取
引による買付け）を含みます。 

 
２．今後、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及び引受人の
手取金をいう。以下同じ。）が決定された場合は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い
連動して訂正される事項（発行価額の総額、資本組入額の総額、差引手取概算額、手取金の
使途、引受人の買取引受けによる売出しの売出価額の総額、オーバーアロットメントによる
売出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額をいう。以下同
じ。）について、目論見書の訂正事項分の交付に代えて発行価格等決定日の翌日付の日本経
済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込期間の末
日 ま で の 期 間 中 の イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ［ URL ］
https://www.jsb.co.jp/ir/news/）（以下「新聞等」という。）で公表いたします。ただし、
発行価格等の決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項
以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には目論見書の訂正事項分が交付され、新聞
等による公表は行いません。 
 なお、発行価格等が決定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場
合には、目論見書の訂正事項分が交付されます。 
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会社名 株式会社ジェイ・エス・ビー 設立年月日 1990年7月27日

本店所在地 京都市下京区因幡堂町655番地 資本金 2,629,907千円
（2021年4月30日現在）

代表者名 代表取締役社長　近藤雅彦 従業員数
（連結）

1,056人
（2020年10月31日現在）

（当社の特徴）
▪   当社グループは、主に学生を対象としたマンション（以下、「学生マンション」という。）をはじめとする不動

産の企画開発、賃貸、管理業務を主たる事業とする「不動産賃貸管理事業」、高齢者住宅賃貸及び介護事業を
主たる事業とする「高齢者住宅事業」を行っております（詳細は後記「事業の内容」をご参照下さい）

▪ 北海道から沖縄まで79の直営店舗「UniLife」（ユニライフ）を展開（2021年4月30日現在）
▪ 管理戸数は、76,612戸（高齢者住宅666戸含む）（2021年4月30日現在）

概要

会社概要

経営理念
豊かな生活空間の創造
　私たちは、「安心・安全・快適・
環境・健康・福祉」に配慮した豊
かな生活空間の創造を目指し、健
全な若者の育成と魅力溢れる社会
の実現に、おもてなしの心と笑顔
で貢献いたします。

J.S.B.group
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当社株式上場以降の主な沿革
2017年 ・7月：東京証券取引所市場第二部に株式を上場

2018年

・7月：東京証券取引所市場第一部銘柄に指定
・8月：㈱ジェイ・エス・ビー・フードサービス設立
・ 11月：㈱グランユニライフケアサービス（現連結子会社）を存続会社、㈱グランユニライフケア

サービス北日本及び㈱グランユニライフケアサービス九州を消滅会社とする吸収合併を実施

2019年 ・ 8月：㈱東京学生ライフ、㈱湘南学生ライフ及び㈱ケイエルディ（2020年7月解散）の株式を取
得し、完全子会社化

2020年 ・7月：㈱スタイルガーデン（現連結子会社）の株式を取得し、完全子会社化
・8月：㈱Mewcket（現連結子会社）の株式を取得するとともに第三者割当増資を引き受け、子会社化



事業の内容
1．不動産賃貸管理事業

◦  当社は、学生マンションの企画提案、竣工後の建物の賃貸運営及び管理業務を行っております。
◦  具体的には、当社オリジナル仕様の学生マンション等を不動産オーナーに企画提案し、建物が竣工した後は

当社が一括借上を行い、オーナーに対する家賃保証を行った上で、学生等の入居者に転貸することを主たる
事業としております。また、不動産オーナーと入居者間で賃貸借契約を締結する運営方式の場合には、入居
に応じ当社グループにて家賃回収代行を行っております。

◦ 不動産賃貸管理事業の概要は以下の通りです。

（学生マンションの企画提案、運営業務の受託）
　当社が、不動産オーナーに対して主として学生マン
ションによる不動産の活用を企画提案し、竣工後のマン
ション運営業務の受託を行っております。
　建築会社、設計事務所、金融機関、会計事務所等の取
引先からの紹介、既存オーナーからの管理受注依頼、独
自調査による新規開拓先への営業により、事業を展開し
ております。

（学生マンションの自社開発）
　学生のライフスタイルに特化した学生マンションとして、立地・設備設計・デザイン・利便性、また、これ
まで当社グループが培った運営ノウハウを通じて、入居後の総合的な生活サポートを追求した当社オリジナル
仕様の物件開発を行っております。これにより他社との差別化を図り、事業競争力の増強に努めております。

（主に学生向けの不動産仲介業務）
　㈱ジェイ・エス・ビー・ネットワークが、当社が不動産オーナーから賃借した物件及び入居者管理業務や募
集業務を受託した物件、他業者が管理を行う物件等の仲介業務を行っております。
　入居者の資格を原則として学生等に限定していることから、卒業等による入退去の時期が一般の賃貸住宅と
比較して把握しやすくなっており、早期に次期入居者の募集を開始することで、空室の発生を抑え、安定した
稼働状況を維持することが可能となっております。
　2021年4月30日現在、全国で79の直営店舗を展開しており、また大学及び専門学校との提携等を通じて学
生のニーズにきめ細かく対応する体制を構築しております。

（その他）
　上記の他に、「主に社会人、法人向けの不動産仲介業務」、「主に高齢者向けの不動産仲介業務」、「建物メンテ
ナンス業務、入居者管理業務」及び「家賃債務保証業務」を行っております。

転 貸

家賃回収

賃料定額型（一括借上方式）システムの場合

【 業 務 内 容 】

賃料定額型（一括借上方式）
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事業の内容（続き）
2．高齢者住宅事業
（高齢者向け不動産賃貸管理業務）

　当社が不動産オーナーに対して主としてサービス付き
高齢者向け住宅による不動産の活用を企画提案し、竣工
後の運営業務を受託しております。なお、当社が運営を
受託した物件については、主に当社にて一括借上を行い、
借主に転貸する方式であります。

（介護サービス事業）
　㈱グランユニライフケアサービスでは、介護サービス
事業（訪問介護、通所介護、居宅介護支援、定期巡回・
随時対応型訪問介護看護等）を行っております。不動産オーナーから当社が運営を受託したサービス付き高齢
者向け住宅の入居者のほか、一部、近隣住民等も対象に介護サービス事業を提供しております。

3．その他事業
（学生支援サービス）

　㈱OVOが企業の採用活動を代行し、学生の採用を目
的とした企業説明会の開催の企画、サポート等を受託し
ております。学生に対しては、企業説明会や就職セミ
ナー情報の提供を行うことで就職活動の支援を行ってお
ります。そのほか、アルバイト情報の提供、インターン
シップ（学生が一定期間企業等の中で研修生として働き、
自分の将来に関連のある就業体験を行える制度）の支援
も行っております。

（日本語学校事業）
　当社では、海外からの留学生向けの日本語学校の運営を行っております。生活サポートとして当社管理マン
ションを学生寮として活用しております。

（不動産販売事業）
　当社では、販売用不動産として取得した土地、マンションや商業ビル等の不動産について、売主として第三
者へ売却しております。
　現在は、市況が活性化しているものの、中期的な動向が不透明なこと等を勘案して新規不動産の取得は差し
控えており、今後の地価や不動産投資市場の動向を慎重に見極めつつ取り組みたいと考えております。

高齢者生活支援サービス

サービス付き高齢者向け住宅

ジェイ・エス・ビー

●居住
●安否確認
●生活相談

●食事提供
●清掃、洗濯等
●介護保険サービス
　・保険外サービス

介護事業
サービス会社

●医療サービス

医療法人との
提携

●サービス付き高齢者向け住宅で必須の要件

・浴室、キッチン、洗濯機置場が標準装備
・ 緊急通報ボタンや拡声型子機＋呼出握りボタ

ン等、緊急時の設備を導入
・各事業所による医療・介護サポート付き

・建物内厨房にてシェフが⼿作り
・調理方法の工夫とさまざまな食事形態に対応

・ 年間を通じて入居者同士の
交流を図るイベントを開催

生活に必要な設備 ⾷事サービス イベント行事

2020年7月に㈱スタイルガーデンを子会社化、同年8月に
㈱Mewcketを子会社化し、学生支援事業の強化及び既存事
業との相乗効果の実現を企図



当社の経営方針等

2030年長期ビジョン　「Grow Together 2030」
変わらぬ軸として持ち続ける経営理念「豊かな生活空間の創造」に立ち返り、存在目的

（Purpose：パーパス）を定義し、「豊かな生活空間」のディスラプション（創造的破壊
（Disruption））のもと、2030年における当社グループのありたい姿を策定

新型コロナウイルス
との共存対応

◦ マンション内や店舗における感染防止対策の徹底
◦  入居者様に感染者が発生した場合の迅速な対応、従業員が感染した場合

のBCP（事業継続計画）の策定
◦ コロナ禍を背景とした学生支援キャンペーンの実施

◦ 住まうことが新たな価値を生み出す学生マンションづくり
◦ ニーズを創る多様なラインナップの提供
◦  学生向けサービス総合プラットフォーマーとして新しいマーケットを創

造する「カテゴリーキング」を追求

◦  不動産活用や在宅生活支援、リアルとオンラインのハイブリッド型によ
る公民館化といった地域社会のインフラとなる取り組みを実践

◦  看護サービスの充実やウェアラブル端末を通じたモニタリングシステム
の導入等、ヘルステックの活用による安心と生産性の向上

◦ 学び・体験・つながりと一体化した、新たな住まい概念を実現
◦ 社会で活躍・貢献できる人材育成を通じ、社会インフラの役割を果たす

学生マンション
分野で唯一無二
の存在に

多様なQOL
（Qual i ty Of 
Life）の向上を
目指すスマート
コミュニティを
実現

UniLifeでしか
できない学びを
提供し続ける

不
動
産
賃
貸
管
理
事
業

高
齢
者
住
宅
事
業

＜長期ビジョンにおける成長シナリオ＞

新中期経営計画「GT01」（2021年10月期～2023年10月期）
長期ビジョンの実現に向けた最初の3か年を第一フェーズと位置付ける新中期経営計画

『GT01』を策定。新型コロナウイルス感染症の終息後を見据えた新型コロナウイルスとの共存
を背景としてDX（デジタルトランスフォーメーション）を最重要課題として取り組む

「アビリティ（総合的人間力）」の芽を
育て、社会課題の解決に貢献する

人間性とテクノロジーの融合による当社
グループだけの価値の創出

当社グループブランドである「UniLife」の
グローバル・トップブランドへの進化

そ
の
他



（注）各年の4月30日現在の管理戸数（高齢者住宅を除く。）を示しております。 （注）入居率は、借上物件及び自社所有物件を対象としております（高齢者住宅を除く）。

当社グループのビジネスモデル
当社グループの一気通貫サポート体制

管理戸数／不動産賃貸管理事業の管理戸数は継続的に成長 入居率／直近5年の入居率は99.8％以上で推移
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業績等の推移（連結）
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10月期

2017年
10月期

2018年
10月期

2019年
10月期

2020年
10月期

34,063
36,428

38,940
42,667

48,058

28,551

6,483

23,642

9,267

27,221

14,793

34,578

12,621

29,933

40,245

19,956

48,940

806.85

147.57

187.80

242.03

289.06
320.36

1,048.55

1,341.91
1,542.57

1,790.16

2,063

2,638

3,345

2,890

4,248
4,611

1,187

1,550

2,307
2,078

2,761
3,071

17,235

売上高 （単位：百万円） 純資産額／総資産額 （単位：百万円）

1株当たり純資産額 （単位：円）

1株当たり当期（四半期）純利益金額 （単位：円）

経常利益 （単位：百万円）

親会社株主に帰属する当期（四半期）純利益（単位：百万円）

純資産額 総資産額

（注）1．  売上高には、消費税等は含まれておりません。
　 　2．  2017年5月26日付で普通株式1株につき50株の株式分割、2020年5月1日付で普通株式1株につき2株の株式分割を行っておりますが、2016年10月期の期首に

当該株式分割が行われたと仮定し、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益金額を算定しております。
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【事務連絡者氏名】 執行役員管理本部副本部長兼経営管理部長  大仲 賢一 

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の種類】 株式 

【届出の対象とした募集（売出）金額】 
 
一般募集 3,588,075,000円 

引受人の買取引受けによる売出し 602,021,000円 

オーバーアロットメントによる売出し 652,189,000円 

（注）１ 募集金額は、発行価額（会社法上の払込金額）の総額

であり、2021年７月16日（金）現在の株式会社東京証

券取引所における当社普通株式の終値を基準として算

出した見込額であります。

ただし、今回の募集の方法は、引受人が発行価額にて

買取引受けを行い、当該発行価額と異なる価額（発行

価格）で一般募集を行うため、一般募集における発行

価格の総額は上記の金額とは異なります。

２ 売出金額は、売出価額の総額であり、2021年７月16日

（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社普

通株式の終値を基準として算出した見込額でありま

す。 

【安定操作に関する事項】 １ 今回の募集及び売出しに伴い、当社の発行する上場株式につ

いて、市場価格の動向に応じ必要があるときは、金融商品取

引法施行令第20条第１項に規定する安定操作取引が行われる

場合があります。 

２ 上記の場合に安定操作取引が行われる取引所金融商品市場を

開設する金融商品取引所は、株式会社東京証券取引所であり

ます。 

【縦覧に供する場所】 東京本部 

（東京都新宿区西新宿一丁目６番１号） 

名古屋支社 

（名古屋市中村区椿町７番１号） 

大阪支社 

（大阪市東淀川区東中島一丁目20番14号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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（株価情報等） 

１【株価、ＰＥＲ及び株式売買高の推移】 

 2018年７月23日から2021年７月16日までの株式会社東京証券取引所における当社普通株式の株価、ＰＥＲ及び株式
売買高の推移（週単位）は以下のとおりであります。 

 

 

 （注）１ 当社は、2020年４月30日を基準日とし、2020年５月１日を効力発生日として、普通株式１株につき２株の株
式分割を行っておりますので、株価、ＰＥＲ及び株式売買高の推移（週単位）については、下記（注）２乃
至４に記載のとおり、当該株式分割を考慮したものとしております。 

２ ・株価のグラフ中の１本の罫線は、週単位の始値、高値、安値、終値の４種類の株価を表しております。な
お、当該株式分割の権利落ち前の株価については、当該株価を２で除して得た数値を株価としておりま
す。 

・始値と終値の間は箱形、高値と安値の間は線で表しております。 
・終値が始値より高い時は中を白ぬき、安い時は中黒で表しております。 

３ ＰＥＲの算出は、以下の算式によります。 

ＰＥＲ（倍）＝ 
週末の終値 

１株当たり当期純利益（連結） 
・週末の終値については、当該株式分割の権利落ち前は当該終値を２で除して得た数値を週末の終値として
おります。 

・１株当たり当期純利益は、以下の値を使用しております。 
2018年７月23日から2018年10月31日については、2017年10月期有価証券報告書の2017年10月期連結財務諸
表の１株当たり当期純利益を２で除して得た数値を使用。 
2018年11月１日から2019年10月31日については、2018年10月期有価証券報告書の2018年10月期連結財務諸
表の１株当たり当期純利益を２で除して得た数値を使用。 
2019年11月１日から2020年10月31日については、2019年10月期有価証券報告書の2019年10月期連結財務諸
表の１株当たり当期純利益を２で除して得た数値を使用。 
2020年11月１日から2021年７月16日については、2020年10月期有価証券報告書の2020年10月期連結財務諸
表の１株当たり当期純利益を使用。 

４ 株式売買高について、当該株式分割の権利落ち前は当該株式売買高に２を乗じて得た数値を株式売買高とし
ております。 
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２【大量保有報告書等の提出状況】 

 2021年１月26日から2021年７月16日までの間における当社株式に関する大量保有報告書等の提出はありません。 
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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行株式】

種類 発行数 内容 

普通株式 900,000株 

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における

標準となる株式であります。 

なお、単元株式数は100株であります。 

 （注）１ 2021年７月26日（月）開催の取締役会決議によります。 

２ 本募集（以下「一般募集」という。）及び一般募集と同時に行われる後記「第２ 売出要項 １ 売出株式

（引受人の買取引受けによる売出し）」に記載の売出し（以下「引受人の買取引受けによる売出し」とい

う。）にあたり、その需要状況を勘案した上で、一般募集及び引受人の買取引受けによる売出しの主幹事会

社である三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社が当社株主から156,000株を上限として借入れる当

社普通株式の売出し（以下「オーバーアロットメントによる売出し」という。）を行う場合があります。 

なお、オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別

記載事項 １ オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。 

３ 一般募集及び引受人の買取引受けによる売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされております

が、その内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項 ２ ロックアップについて」

をご参照下さい。 

４ 振替機関の名称及び住所 

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

 

２【株式募集の方法及び条件】

 2021年８月４日（水）から2021年８月11日（水）までの間のいずれかの日（以下「発行価格等決定日」という。）

に決定される発行価額（会社法上の払込金額であり、以下同じ。）にて後記「３ 株式の引受け」に記載の引受人は

買取引受けを行い、当該発行価額と異なる価額（発行価格）で一般募集を行います。引受人は払込期日に発行価額の

総額を当社に払込み、一般募集における発行価格の総額との差額は引受人の手取金とします。当社は引受人に対して

引受手数料を支払いません。

（１）【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円） 

株主割当 － － － 

その他の者に対する割当 － － － 

一般募集 900,000株 3,588,075,000 1,794,037,500 

計（総発行株式） 900,000株 3,588,075,000 1,794,037,500 

 （注）１ 全株式を金融商品取引業者の買取引受けにより募集します。 

２ 発行価額の総額は、引受人の買取引受けによる払込金額の総額であります。 

３ 資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の額であり、会社計算規則第14条第１項に従い算出される

資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上

げるものとします。また、増加する資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を

減じた額とします。 

４ 発行価額の総額及び資本組入額の総額は、2021年７月16日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当

社普通株式の終値を基準として算出した見込額であります。 
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（２）【募集の条件】

発行価格（円） 
発行価額 
（円） 

資本組入額 
（円） 

申込株 
数単位 

申込期間 
申込証拠
金（円） 

払込期日 

未定 

（注）１、２ 

発行価格等決定日

の株式会社東京証

券取引所における

当社普通株式の終

値（当日に終値の

ない場合は、その

日に先立つ直近日

の終値）に0.90～

1.00を乗じた価格

（１円未満端数切

捨て）を仮条件と

します。 

未定 

（注）１、 

２ 

未定 

（注）１ 
100株 

自 2021年８月12日(木) 

至 2021年８月13日(金) 

（注）３ 

１株につ

き発行価

格と同一

の金額 

2021年８月17日(火) 

（注）３ 

 （注）１ 日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第25条に規定される方式により、上記仮条件によ

り需要状況を勘案した上で、2021年８月４日（水）から2021年８月11日（水）までの間のいずれかの日（発

行価格等決定日）に、一般募集における価額（発行価格）を決定し、併せて発行価額（当社が引受人より受

取る１株当たりの払込金額）及び資本組入額を決定いたします。なお、資本組入額は、前記「(1）募集の方

法」に記載の資本組入額の総額を前記「１ 新規発行株式」に記載の発行数で除した金額とします。 

今後、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及び引受人の手取金をいう。以

下同じ。）が決定された場合は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価

額の総額、資本組入額の総額、差引手取概算額、手取金の使途、引受人の買取引受けによる売出しの売出価

額の総額、オーバーアロットメントによる売出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出

価額の総額をいう。以下同じ。）について、目論見書の訂正事項分の交付に代えて発行価格等決定日の翌日

付の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込期間の末日ま

での期間中のインターネット上の当社ウェブサイト（［URL］https://www.jsb.co.jp/ir/news/）（以下

「新聞等」という。）で公表いたします。ただし、発行価格等の決定に際し、発行価格等及び発行価格等の

決定に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には目論見書の訂正事項

分が交付され、新聞等による公表は行いません。

なお、発行価格等が決定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論見書

の訂正事項分が交付されます。

２ 前記「２ 株式募集の方法及び条件」の冒頭に記載のとおり、発行価格と発行価額とは異なります。発行価

格と発行価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。 

３ 申込期間及び払込期日については、上記のとおり内定しておりますが、発行価格等決定日において正式に決

定する予定であります。 

なお、上記申込期間及び払込期日については、需要状況を勘案した上で繰り上げることがあります。当該需

要状況の把握期間は、最長で2021年８月２日（月）から2021年８月11日（水）までを予定しておりますが、

実際の発行価格等の決定期間は、2021年８月４日（水）から2021年８月11日（水）までを予定しておりま

す。 

したがいまして、 

① 発行価格等決定日が2021年８月４日（水）の場合、申込期間は「自 2021年８月５日（木） 至 2021

年８月６日（金）」、払込期日は「2021年８月11日（水）」 

② 発行価格等決定日が2021年８月５日（木）の場合、申込期間は「自 2021年８月６日（金） 至 2021

年８月10日（火）」、払込期日は「2021年８月12日（木）」 

③ 発行価格等決定日が2021年８月６日（金）の場合、申込期間は「自 2021年８月10日（火） 至 2021

年８月11日（水）」、払込期日は「2021年８月13日（金）」 

④ 発行価格等決定日が2021年８月10日（火）の場合、申込期間は「自 2021年８月11日（水） 至 2021

年８月12日（木）」、払込期日は「2021年８月16日（月）」 

⑤ 発行価格等決定日が2021年８月11日（水）の場合は上記申込期間及び払込期日のとおり、 

となりますのでご注意下さい。 

４ 申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。 

５ 申込証拠金のうち発行価額相当額は、払込期日に新株式払込金に振替充当します。 
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６ 申込証拠金には、利息をつけません。 

７ 株式の受渡期日は、払込期日の翌営業日であります。 

したがいまして、 

① 発行価格等決定日が2021年８月４日（水）の場合、受渡期日は「2021年８月12日（木）」 

② 発行価格等決定日が2021年８月５日（木）の場合、受渡期日は「2021年８月13日（金）」 

③ 発行価格等決定日が2021年８月６日（金）の場合、受渡期日は「2021年８月16日（月）」 

④ 発行価格等決定日が2021年８月10日（火）の場合、受渡期日は「2021年８月17日（火）」 

⑤ 発行価格等決定日が2021年８月11日（水）の場合、受渡期日は「2021年８月18日（水）」 

となりますのでご注意下さい。 

株式は、受渡期日から売買を行うことができます。 

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口

座での振替えにより行われます。 

 

（３）【申込取扱場所】

 後記「３ 株式の引受け」欄の金融商品取引業者の本店及び全国各支店で申込みの取扱いをいたします。 

 

（４）【払込取扱場所】

店名 所在地 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 京都支店 京都市下京区四条通烏丸東入長刀鉾町10 

 （注） 上記払込取扱場所での申込みの取扱いは行いません。 

 

３【株式の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所 引受株式数 引受けの条件 

三菱ＵＦＪモルガン・スタ
ンレー証券株式会社 

東京都千代田区大手町一丁目９番２号 774,000株 
１ 買取引受けによります。 

２ 引受人は新株式払込金とし

て、払込期日に払込取扱場

所へ発行価額と同額を払込

むことといたします。 

３ 引受手数料は支払われませ

ん。 

ただし、一般募集における

価額（発行価格）と発行価

額との差額は引受人の手取

金となります。 

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 45,000株 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目13番１号 45,000株 

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 27,000株 

いちよし証券株式会社 
東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８
号 

9,000株 

計 － 900,000株 － 
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４【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円） 

3,588,075,000 27,000,000 3,561,075,000 

 （注）１ 引受手数料は支払われないため、発行諸費用の概算額は、これ以外の費用を合計したものであります。 

２ 発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 払込金額の総額（発行価額の総額）は、2021年７月16日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社

普通株式の終値を基準として算出した見込額であります。 

 

（２）【手取金の使途】

 上記差引手取概算額3,561,075,000円については、全額を設備投資資金とし、2022年10月期末までに賃貸用

不動産５件（新潟大学通学生マンション計画、池田市天神学生マンション計画、三重大学前学生マンション計

画、富山市学生マンション計画及び松本市学生マンション計画（いずれも仮称））に係る土地取得や建設のた

めの資金の一部に充当する予定であります。 

 なお、発行価格等の決定に伴う手取概算額の変動により、差引手取概算額が3,895,000,000円を上回った場

合には、3,895,000,000円を設備投資資金として2022年10月期末までに賃貸用不動産５件（新潟大学通学生マ

ンション計画、池田市天神学生マンション計画、三重大学前学生マンション計画、富山市学生マンション計画

及び松本市学生マンション計画（いずれも仮称））に係る土地取得や建設のための資金の一部に充当し、残額

を2022年10月期末までに借入金の返済資金に充当する予定であります。 

 上記手取金は、具体的な充当時期までは安全性の高い金融商品等で運用する予定であります。 

 

 なお、後記「第三部 参照情報 第１ 参照書類 １ 有価証券報告書及びその添付書類」に掲げた有価証

券報告書（第32期事業年度）「第一部 企業情報 第３ 設備の状況 ３ 設備の新設、除却等の計画 (1）

重要な設備の新設」に記載の当社グループの設備投資計画の内容は、本有価証券届出書提出日（2021年７月26

日）現在（ただし、投資予定金額の既支払額については2021年６月30日現在）、以下のとおりとなっておりま

す。 

会社名 
事業所名 

所在地 セグメントの
名称 

設 備 の
内容 

投資予定金額 
資金 

調達方法 

着手及び 
完了予定年月 完成後 

の増加 
能力 総額 

（千円） 
既支払額 
（千円） 着手 完了 

当社 

（仮称）新潟大学通学

生マンション計画 

新潟市 
西区 

不動産賃貸 

管理事業 
賃貸用 
不動産 

1,617,697 727,588 

自己資金、借

入金及び増資

資金 

2020年 
４月 

2022年 
２月 

（注）２ 

当社 

（仮称）松山市道後桶

又学生マンション計画 

愛媛県 
松山市 

不動産賃貸 

管理事業 
賃貸用 
不動産 

1,051,177 236,029 
自己資金及び

借入金 
2020年 
５月 

2022年 
２月 

（注）２ 

当社 

（仮称）池田市天神学

生マンション計画 

大阪府 
池田市 

不動産賃貸 

管理事業 
賃貸用 
不動産 

915,012 193,180 

自己資金、借

入金及び増資

資金 

2020年 
８月 

2022年 
１月 

（注）２ 

当社 

（仮称）三重大学前学

生マンション計画 

三重県 
津市 

不動産賃貸 

管理事業 
賃貸用 
不動産 

1,008,403 400,626 

自己資金、借

入金及び増資

資金 

2020年 
10月 

2022年 
１月 

（注）２ 

当社 

（仮称）富山市学生マ

ンション計画 

富山県 
富山市 

不動産賃貸 

管理事業 
賃貸用 
不動産 

1,003,066 65,475 

自己資金、借

入金及び増資

資金 

2021年 
３月 

2022年 
２月 

（注）２ 

当社 

（仮称）松本市学生マ

ンション計画 

長野県 
松本市 

不動産賃貸 

管理事業 
賃貸用 
不動産 

854,880 26,600 

自己資金、借

入金及び増資

資金 

2021年 
５月 

2022年 
10月 

（注）２ 

 （注）１ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２ 完成後の増加能力については、合理的な算出が困難なため記載しておりません。
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第２【売出要項】

１【売出株式（引受人の買取引受けによる売出し）】

 2021年８月４日（水）から2021年８月11日（水）までの間のいずれかの日（発行価格等決定日）に決定される引受

価額にて後記「２ 売出しの条件（引受人の買取引受けによる売出し）」に記載の引受人は買取引受けを行い、当該

引受価額と異なる価額（売出価格、発行価格と同一の価格）で売出しを行います。引受人は受渡期日に引受価額の総

額を売出人に支払い、引受人の買取引受けによる売出しにおける売出価格の総額との差額は引受人の手取金としま

す。売出人は引受人に対して引受手数料を支払いません。

種類 売出数 売出価額の総額（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名
又は名称

普通株式 144,000株 602,021,000
京都市北区

岡 靖子

 （注）１ 一般募集及び引受人の買取引受けによる売出しにあたり、その需要状況を勘案した上で、一般募集及び引受

人の買取引受けによる売出しの主幹事会社である三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社がオーバー

アロットメントによる売出しを行う場合があります。 

なお、オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別

記載事項 １ オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

２ 一般募集及び引受人の買取引受けによる売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされております

が、その内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項 ２ ロックアップについて」

をご参照下さい。

３ 振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

４ 売出価額の総額は、2021年７月16日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を基

準として算出した見込額であります。

 

２【売出しの条件（引受人の買取引受けによる売出し）】

売出価格（円）
引受価額
（円）

申込期間 申込単位
申込証拠
金（円）

申込受付
場所

引受人の住所及び氏名又は
名称

元引受契
約の内容

未定

(注)１、２

発行価格等決定

日の株式会社東

京証券取引所に

おける当社普通

株式の終値（当

日に終値のない

場合は、その日

に先立つ直近日

の終値）に0.90

～1.00を乗じた

価格（１円未満

端数切捨て）を

仮条件としま

す。

未定

(注)１、

２

自 2021年

８月12日(木)

至 2021年

８月13日(金)

（注）３

100株

１株につ

き売出価

格と同一

の金額

右記金融

商品取引

業者の本

店及び全

国各支店

東京都千代田区大手町一丁

目９番２号

三菱ＵＦＪモルガン・ス

タンレー証券株式会社

 

東京都港区六本木一丁目６

番１号 

株式会社ＳＢＩ証券 

 

東京都中央区日本橋一丁目

13番１号 

野村證券株式会社 

 

東京都千代田区丸の内三丁

目３番１号 

ＳＭＢＣ日興証券株式会

社 

 

東京都中央区日本橋茅場町

一丁目５番８号 

いちよし証券株式会社 

（注）４

 （注）１ 日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第25条に規定される方式により、上記仮条件によ

り需要状況を勘案した上で、2021年８月４日（水）から2021年８月11日（水）までの間のいずれかの日（発

行価格等決定日）に、売出価格を決定し、併せて引受価額（売出人が引受人より受取る１株当たりの売買代

金）を決定いたします。
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今後、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及び引受人の手取金）が決定さ

れた場合は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総額、資本組入

額の総額、差引手取概算額、手取金の使途、引受人の買取引受けによる売出しの売出価額の総額、オーバー

アロットメントによる売出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額）につい

て、目論見書の訂正事項分の交付に代えて発行価格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び発行価格等の決定

に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込期間の末日までの期間中のインターネット上の当社ウ

ェブサイト（［URL］https://www.jsb.co.jp/ir/news/）（新聞等）で公表いたします。ただし、発行価格

等の決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容について

の訂正が含まれる場合には目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公表は行いません。 

なお、発行価格等が決定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論見書

の訂正事項分が交付されます。 

２ 前記「１ 売出株式（引受人の買取引受けによる売出し）」の冒頭に記載のとおり、売出価格と引受価額と

は異なります。売出価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。 

３ 株式の受渡期日は、2021年８月18日（水）であります。 

申込期間及び受渡期日については、上記のとおり内定しておりますが、発行価格等決定日において正式に決

定する予定であります。 

なお、上記申込期間及び受渡期日については、需要状況を勘案した上で繰り上げることがあります。当該需

要状況の把握期間は、最長で2021年８月２日（月）から2021年８月11日（水）までを予定しておりますが、

実際の発行価格等の決定期間は、2021年８月４日（水）から2021年８月11日（水）までを予定しておりま

す。 

したがいまして、 

① 発行価格等決定日が2021年８月４日（水）の場合、申込期間は「自 2021年８月５日（木） 至 2021

年８月６日（金）」、受渡期日は「2021年８月12日（木）」 

② 発行価格等決定日が2021年８月５日（木）の場合、申込期間は「自 2021年８月６日（金） 至 2021

年８月10日（火）」、受渡期日は「2021年８月13日（金）」 

③ 発行価格等決定日が2021年８月６日（金）の場合、申込期間は「自 2021年８月10日（火） 至 2021

年８月11日（水）」、受渡期日は「2021年８月16日（月）」 

④ 発行価格等決定日が2021年８月10日（火）の場合、申込期間は「自 2021年８月11日（水） 至 2021

年８月12日（木）」、受渡期日は「2021年８月17日（火）」 

⑤ 発行価格等決定日が2021年８月11日（水）の場合は上記申込期間及び受渡期日のとおり、 

となりますのでご注意下さい。 

４ 元引受契約の内容 

買取引受けによります。 

引受手数料は支払われません。 

ただし、売出価格と引受価額との差額は、引受人の手取金となります。 

なお、引受人の手取金は前記「第１ 募集要項 ３ 株式の引受け 引受けの条件」において決定される引

受人の手取金と同一とします。 

各金融商品取引業者の引受株式数 

金融商品取引業者名 引受株式数

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 123,900株 

株式会社ＳＢＩ証券 7,200株

野村證券株式会社 7,200株

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 4,300株

いちよし証券株式会社 1,400株

５ 申込みの方法は、申込期間内に申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

６ 申込証拠金のうち引受価額相当額は、受渡期日に売出人への支払いに充当します。 

７ 申込証拠金には、利息をつけません。 

８ 株式は、受渡期日から売買を行うことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口

座での振替えにより行われます。
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３【売出株式（オーバーアロットメントによる売出し）】

種類 売出数 売出価額の総額（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名
又は名称

普通株式 156,000株 652,189,000

東京都千代田区大手町一丁目９番２号

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株

式会社

 （注）１ オーバーアロットメントによる売出しは、一般募集及び引受人の買取引受けによる売出しにあたり、その需

要状況を勘案した上で、一般募集及び引受人の買取引受けによる売出しの主幹事会社である三菱ＵＦＪモル

ガン・スタンレー証券株式会社が当社株主から156,000株を上限として借入れる当社普通株式の売出しであ

ります。上記売出数はオーバーアロットメントによる売出しの売出数の上限を示したものであり、需要状況

により減少し、又はオーバーアロットメントによる売出しそのものが全く行われない場合があります。 

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事

項 １ オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

今後、売出数が決定された場合は、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及

び引受人の手取金）及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総額、資本組入額の

総額、差引手取概算額、手取金の使途、引受人の買取引受けによる売出しの売出価額の総額、オーバーアロ

ットメントによる売出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額）について、

目論見書の訂正事項分の交付に代えて発行価格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係

る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込期間の末日までの期間中のインターネット上の当社ウェブ

サイト（［URL］https://www.jsb.co.jp/ir/news/）（新聞等）で公表いたします。ただし、発行価格等の

決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂

正が含まれる場合には目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公表は行いません。

なお、発行価格等が決定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論見書

の訂正事項分が交付されます。

２ 振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

３ 売出価額の総額は、2021年７月16日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を基

準として算出した見込額であります。

 

４【売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）】

売出価格
（円）

申込期間 申込単位
申込証拠金
（円）

申込受付場所
引受人の住所及び
氏名又は名称

元引受契約の内容

未定

(注)１

自 2021年

８月12日(木)

至 2021年

８月13日(金)

（注）１

100株

１株につき売

出価格と同一

の金額

三菱ＵＦＪモ

ルガン・スタ

ンレー証券株

式会社の本店

及び全国各支

店

－ －

 （注）１ 株式の受渡期日は、2021年８月18日（水）であります。

売出価格、申込期間及び受渡期日については、前記「２ 売出しの条件（引受人の買取引受けによる売出

し）」において決定される売出価格、申込期間及び受渡期日とそれぞれ同一といたします。 

２ 申込みの方法は、申込期間内に申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。 

３ 申込証拠金には、利息をつけません。 

４ 株式は、受渡期日から売買を行うことができます。 

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口

座での振替えにより行われます。 
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】

１ オーバーアロットメントによる売出し等について 

 一般募集及び引受人の買取引受けによる売出しにあたり、その需要状況を勘案した上で、一般募集及び引受人の買

取引受けによる売出しの主幹事会社である三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社が当社株主から156,000株

を上限として借入れる当社普通株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）を行う場合があります。オー

バーアロットメントによる売出しの売出数は、156,000株を予定しておりますが、当該売出数は上限の売出数であ

り、需要状況により減少し、又はオーバーアロットメントによる売出しそのものが全く行われない場合があります。 

 なお、オーバーアロットメントによる売出しが行われる場合、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社は、

一般募集及び引受人の買取引受けによる売出しの対象となる株式とは別に、オーバーアロットメントによる売出しの

売出数を上限として追加的に当社普通株式を取得する権利（以下「グリーンシューオプション」という。）を、一般

募集、引受人の買取引受けによる売出し及びオーバーアロットメントによる売出しの受渡期日から2021年９月３日

（金）までの間を行使期間（以下「グリーンシューオプションの行使期間」という。（注））として上記当社株主か

ら付与されます。 

 また、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社は、一般募集、引受人の買取引受けによる売出し及びオーバ

ーアロットメントによる売出しの申込期間の終了する日の翌日から2021年９月３日（金）までの間（以下「シンジケ

ートカバー取引期間」という。（注））、上記当社株主から借入れた株式（以下「借入れ株式」という。）の返還を

目的として、株式会社東京証券取引所においてオーバーアロットメントによる売出しに係る株式数を上限とする当社

普通株式の買付け（以下「シンジケートカバー取引」という。）を行う場合があります。三菱ＵＦＪモルガン・スタ

ンレー証券株式会社がシンジケートカバー取引により取得した全ての当社普通株式は、借入れ株式の返還に充当され

ます。なお、シンジケートカバー取引期間内において、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社の判断でシン

ジケートカバー取引を全く行わず、又はオーバーアロットメントによる売出しに係る株式数に至らない株式数でシン

ジケートカバー取引を終了させる場合があります。 

 さらに、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社は、一般募集、引受人の買取引受けによる売出し及びオー

バーアロットメントによる売出しに伴い安定操作取引を行うことがあり、かかる安定操作取引により買付けた当社普

通株式の全部又は一部を借入れ株式の返還に充当することがあります。 

 上記のとおりシンジケートカバー取引及び安定操作取引により取得して返還に充当後の残余の借入れ株式は、三菱

ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社がグリーンシューオプションを行使することにより返還されます。 

 なお、オーバーアロットメントによる売出しが行われるか否か及びオーバーアロットメントによる売出しが行われ

る場合の売出数については発行価格等決定日に決定されます。オーバーアロットメントによる売出しが行われない場

合は、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社による上記当社株主からの当社普通株式の借入れ、当該株主か

ら三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社へのグリーンシューオプションの付与及び株式会社東京証券取引所

におけるシンジケートカバー取引は行われません。 

（注） グリーンシューオプションの行使期間及びシンジケートカバー取引期間は、 

① 発行価格等決定日が2021年８月４日（水）の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「2021年８

月12日（木）から2021年９月３日（金）までの間」、シンジケートカバー取引期間は「2021年８月７日

（土）から2021年９月３日（金）までの間」 

② 発行価格等決定日が2021年８月５日（木）の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「2021年８

月13日（金）から2021年９月３日（金）までの間」、シンジケートカバー取引期間は「2021年８月11日

（水）から2021年９月３日（金）までの間」 

③ 発行価格等決定日が2021年８月６日（金）の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「2021年８

月16日（月）から2021年９月３日（金）までの間」、シンジケートカバー取引期間は「2021年８月12日

（木）から2021年９月３日（金）までの間」 

④ 発行価格等決定日が2021年８月10日（火）の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「2021年８

月17日（火）から2021年９月３日（金）までの間」、シンジケートカバー取引期間は「2021年８月13日

（金）から2021年９月３日（金）までの間」 

⑤ 発行価格等決定日が2021年８月11日（水）の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「2021年８

月18日（水）から2021年９月３日（金）までの間」、シンジケートカバー取引期間は「2021年８月14日

（土）から2021年９月３日（金）までの間」 

となります。 
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２ ロックアップについて 

 一般募集及び引受人の買取引受けによる売出しに関連して、売出人である岡靖子及び当社株主であるＯＭインベス

トメント株式会社は三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社に対し、発行価格等決定日に始まり、一般募集及

び引受人の買取引受けによる売出しの受渡期日から起算して180日目の日に終了する期間（以下「ロックアップ期

間」という。）中、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社の事前の書面による同意なしには、原則として当

社普通株式の売却等（ただし、引受人の買取引受けによる売出し等を除く。）を行わない旨合意しております。 

 また、当社は三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社に対し、ロックアップ期間中、三菱ＵＦＪモルガン・

スタンレー証券株式会社の事前の書面による同意なしには、当社普通株式の発行又は処分、当社普通株式に転換可能

若しくは交換可能な有価証券の発行及びこれに類する一定の行為（ただし、一般募集、株式分割による当社普通株式

の発行、ストックオプションとして付与した新株予約権の行使による当社普通株式の発行又は処分及び役員への報酬

を目的とする当社普通株式の発行又は処分等を除く。）を行わない旨合意しております。 

 上記のいずれの場合においても、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社はロックアップ期間中であっても

その裁量で当該合意の内容を一部又は全部につき解除できる権限を有しております。 

 

第３【第三者割当の場合の特記事項】
 該当事項はありません。 
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第二部【公開買付け又は株式交付に関する情報】
 該当事項はありません。 

 

第三部【参照情報】

第１【参照書類】
 会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照

すること。 

 

１【有価証券報告書及びその添付書類】

 事業年度 第32期（自 2019年11月１日 至 2020年10月31日）2021年１月28日近畿財務局長に提出 

 

２【四半期報告書又は半期報告書】

 事業年度 第33期第１四半期（自 2020年11月１日 至 2021年１月31日）2021年３月12日近畿財務局長に提出 

 

３【四半期報告書又は半期報告書】

 事業年度 第33期第２四半期（自 2021年２月１日 至 2021年４月30日）2021年６月11日近畿財務局長に提出 

 

４【臨時報告書】

 １の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日（2021年７月26日）までに、金融商品取引法第24条の５第４

項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を2021年１月28日に近

畿財務局長に提出 

 

５【臨時報告書】

 １の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日（2021年７月26日）までに、金融商品取引法第24条の５第４

項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告書を2021年７月20日に近畿財

務局長に提出

 

６【訂正報告書】

 訂正報告書（上記１の有価証券報告書の訂正報告書）を2021年７月20日に近畿財務局長に提出

 

第２【参照書類の補完情報】
 上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び四半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）に記載され

た「経営方針、経営環境及び対処すべき課題等 (5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題」及び「事業等のリ

スク」について、当該有価証券報告書等の提出日以後、本有価証券届出書提出日（2021年７月26日）までの間において

変更及び追加がありました。以下の内容は、当該「経営方針、経営環境及び対処すべき課題等 (5）優先的に対処すべ

き事業上及び財務上の課題」及び「事業等のリスク」を一括して記載したものであり、当該変更及び追加箇所について

は＿＿＿罫で示しております。 

 なお、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は、下記の「経営方針、経営

環境及び対処すべき課題等 (5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題」及び「事業等のリスク」に記載された

ものを除き、本有価証券届出書提出日（2021年７月26日）現在においてもその判断に変更はなく、また新たに記載する

将来に関する事項もありません。また、当該有価証券報告書等に記載された将来に関する事項については、その達成を

保証するものではありません。 

 

［経営方針、経営環境及び対処すべき課題等］

 文中の将来に関する事項は、本有価証券届出書提出日（2021年７月26日）現在において当社グループが判断したもの

であります。

（中略）

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

 当社グループを取り巻く経営環境は、近年の社会システムの大きな変化が新型コロナウイルス感染症拡大を契機に

さらに加速し、昨日までの「近未来」が眼前の現実となっています。こうした環境変化に対応し、当社グループがさ

らなる成長を実現するため、変わらぬ軸として持ち続ける経営理念「豊かな生活空間の創造」に立ち返り、存在目的

（Purpose：パーパス））を定義し、「豊かな生活空間」のディスラプション（創造的破壊（Disruption））のも
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と、2030年における当社グループのありたい姿、長期ビジョン『Ｇｒｏｗ Ｔｏｇｅｔｈｅｒ 2030』としました。

そして、この長期ビジョンの実現に向けた最初の３か年を第一フェーズと位置付ける新中期経営計画『ＧＴ０１』を

策定しました。これら中長期的な戦略を実行する上で、当社グループの優先的に対処すべき課題は以下のとおりで

す。

 

＜不動産賃貸管理事業＞ 

■新型コロナウイルス感染症の終息後を見据えた、新型コロナウイルスとの共存対応

 マンション内や店舗における感染防止対策を徹底するとともに、入居者様に感染者が発生した場合の迅速な対

応、従業員が感染した場合のＢＣＰ（事業継続計画）も策定し、影響を最小限に抑えられるよう取り組んでおりま

す。また、コロナ禍を背景とした学生支援キャンペーンも適宜実施に努めております。

■新たな価値提供により、学生マンション分野で唯一無二の存在に

・住まうことが新たな価値を生み出す学生マンションづくり

・ニーズを創る多様なラインナップの提供

・学生向けサービス総合プラットフォーマーとして新しいマーケットを創造する「カテゴリーキング」を追求

 

 なお、不動産賃貸管理事業における管理戸数及び入居率は以下のとおりです。

 
2017年４月30日
現在 

2018年４月30日
現在 

2019年４月30日
現在 

2020年４月30日
現在 

2021年４月30日
現在 

管理戸数（戸） 59,685 62,183 66,064 72,484 75,946 

 

借上物件（戸） 29,694 31,569 34,438 38,590 41,317 

管理委託物件（戸） 28,131 28,591 29,270 31,064 31,167 

自社所有物件（戸） 1,860 2,023 2,356 2,830 3,462 

入居率（％）（注） 99.9 99.9 99.9 99.8 99.9 

 （注） 入居率は、借上物件及び自社所有物件を対象としております。

 

＜高齢者住宅事業＞

■多様なＱＯＬ（Quality Of Life）の向上を目指すスマートコミュニティを実現

・不動産活用や在宅生活支援、リアルとオンラインのハイブリット型による公民館化といった地域社会のインフ

ラとなる取り組みを実践

・看護サービスの充実やウェアラブル端末を通じたモニタリングシステムの導入等、ヘルステックの活用による

安心と生産性の向上

＜その他＞

■ＵｎｉＬｉｆｅでしかできない学びを提供し続ける

・学び・体験・つながりと一体化した、新たな住まい概念を実現

・社会で活躍・貢献できる人材育成を通じ、社会インフラの役割を果たす
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［事業等のリスク］ 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が当社グループの財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスク、当該リスクが顕

在化する可能性の程度や時期、顕在化した場合の影響の内容、当該リスクへの対応策は、以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、本有価証券届出書提出日（2021年７月26日）現在において当社グループが判断し

たものであります。 

（1）学生マンション事業への依存について 

当社グループは、全セグメントの売上高の大半を不動産賃貸管理事業が占めており、その中心である学生マンシ

ョン事業への依存度が高くなっております。今後も学生マンション事業の拡充による安定的な収益確保に努める所

存でありますが、事業環境の変化、異業種やハウスメーカー等の参入による競争の激化等により同事業に何らかの

問題が生じた場合、当社グループの業績等に重大な影響を与える可能性があります。 

当該リスクが顕在化する可能性は常にあり、その影響を完全に回避することは困難ではありますが、当該リスク

への対応については、高齢者住宅事業及び学生支援サービス事業等、中核事業の育成に努めるとともに、これまで

蓄積してきた学生マンションの運営ノウハウや入居者である学生のニーズの早期把握による付加価値の高い物件供

給、大学及び大学生協との一層の連携強化に努め、一定の市場優位性を確保しつつ事業活動を遂行してまいりま

す。 

（2）不動産市況の変化について 

当社グループの事業は、学生を主たる顧客層としているため景気動向や金利動向による影響は少ないものの、日

本経済が今後急速に悪化した場合、不動産市場も影響を受け、不動産にかかわる投資収益が悪化し、不動産オーナ

ーの賃貸事業運営の意欲が衰退する可能性があります。

これらの事態が発生した場合、不動産市況の変化による家賃収入の減少、仲介手数料及び管理費収入の減少、ま

た、当社グループが保有する不動産価値の下落により減損処理が必要になる等、当社グループの業績等に影響を及

ぼす可能性があります。 

当該リスクが顕在化する可能性は、第33期連結会計年度（自 2020年11月１日 至 2021年10月31日）において

も相応にあるものと認識しております。当該リスクへの対応については、今後の国内経済の動向を注視するととも

に、不動産市況や稼働率等不動産関連指標の動向を適宜把握し、当該リスクの適時軽減に取り組んでまいります。 

（3）少子化リスクについて 

学生マンション関連業務は人口動態の影響を大きく受ける可能性があり、今後少子化による18歳人口の減少を受

けて学生数が減少する可能性があります。ただし、現状では進学率が高水準で推移していることから、学生数はほ

ぼ横ばいとなっております。また、現時点では、都市部に人気校が多いことから地方からの学生の移動があり、下

宿生数そのものの減少は緩やかなものとなっております。しかし、今後予測を大幅に上まわる出生数の減少を受け

て、学生数の減少により大学進学等の就学状況の変化が起こった場合、マーケットの縮小が起こる地域が出てくる

可能性があり、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

当該リスクが顕在化する可能性は常にあり、その影響を完全に回避することは困難ではありますが、当該リスク

への対応については、学生に係る進学率等統計情報の収集や、大学をはじめとした教育機関の動向を常に注視し、

業績等への影響の低減に努めてまいります。 

（4）大学の統廃合、キャンパス移転について 

大学及び短期大学の進学希望者数と合格者総数が等しい、いわゆる大学全入時代の到来を踏まえ、大学の統廃

合、キャンパスの移転等も行われております。当社グループでは新規に企画する物件及び仲介管理業務を受託して

いる物件の主な対象となる大学、短期大学及び専門学校等の学生数、下宿生の傾向を勘案しつつ業務を行っており

ますが、大学の統廃合又は学校の方針により全面及び一部キャンパスの移転等が発生した場合、周辺物件の需要と

供給のバランスが崩れる等の事態が発生した場合には当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

当該リスクが顕在化する可能性は第33期連結会計年度（自 2020年11月１日 至 2021年10月31日）においても

相応にあるものと認識しております。当該リスクへの対応については、大学をはじめとした教育機関の動向を常に

注視するとともに、物件そのものの市場価値を高め、社会人向けへの一部転用や卒業生を含めた仲介業務を行うこ

とで当社グループの事業へのリスク軽減を図ってまいります。
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（5）業務提携について 

当社グループは、全国各地の大学生活協同組合と、学生専用賃貸物件の開発、建設及び入居斡旋・管理に関する

業務提携を行っております。現時点において提携先との関係は良好でありますが、今後、何らかの事情により契約

変更又は提携解消が発生した場合、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

当該リスクが顕在化する可能性は現時点では高くないと認識しておりますが、当該リスクへの対応については、

引き続き、全国各地の大学生活協同組合との緊密な連携に努めてまいります。 

（6）法的規制等について 

当社グループの主要な事業活動の継続には、宅地建物取引業・警備業・特定建設業・サービス付き高齢者向け住

宅登録、介護サービス事業者の指定に関する免許・登録や指定が前提となります。また、当社グループの事業は上

記以外にも都市計画法、建設業法、建築基準法等、さまざまな法的規制を受けております。

今後、これらの規制の改廃や新たな法的規制等が設けられる場合や、それぞれの規定に基づいて監督官庁から行

政処分を受けた場合には、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社グループでは、当社の主要事業の継続に必要となる、宅地建物取引業法に基づく宅地建物取引業者免

許（国土交通大臣(7)第5032号、国土交通大臣(5)第5716号 他）を取得しておりますが、本有価証券届出書提出日

（2021年７月26日）までの間において、これらの免許及び登録の取消事由及び更新拒否事由は存在しておりませ

ん。しかしながら、将来においてこれら免許及び受録の取消等があった場合には、主要な事業活動に支障をきたす

とともに業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 
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なお、本有価証券届出書提出日（2021年７月26日）現在における当社グループの主要事業に係る許認可取得状況

は以下のとおりであります。 
 

免許・登録等の別 会 社 番 号 有 効 期 間

宅地建物取引業法免許

㈱ジェイ・エス・ビー
国土交通大臣
(7)第5032号

2018年10月30日から
2023年10月29日まで

㈱ジェイ・エス・ビー・ネットワーク
国土交通大臣
(5)第5716号

2018年１月６日から 
2023年１月５日まで

㈱東京学生ライフ
東京都知事 
(2)第94618号 

2017年９月15日から 
2022年９月14日まで 

㈱湘南学生ライフ 
神奈川県知事 
(4)第23652号 

2020年８月16日から 
2025年８月15日まで 

警備業 ㈱ジェイ・エス・ビー 第457号
2021年２月１日から
2026年１月31日まで

特定建設業 総合管財㈱
京都府知事許可
(特-27)第39660号

2021年２月５日から
2026年２月４日まで

サービス付き高齢者向け
住宅事業（函館市） 

㈱ジェイ・エス・ビー 第24-11(1)号 
2017年12月７日から 
2022年12月６日まで 

サービス付き高齢者向け
住宅事業（仙台市） 

㈱ジェイ・エス・ビー 仙14003-2 
2019年７月22日から 
2024年７月21日まで 

サービス付き高齢者向け
住宅事業（大津市） 

㈱ジェイ・エス・ビー 大津430001 
2018年12月27日から 
2023年12月26日まで 

サービス付き高齢者向け
住宅事業（京都市） 

㈱ジェイ・エス・ビー 第H24-018号 
2018年２月15日から 
2023年２月14日まで 

㈱グランユニライフケアサービス 第H25-004号 
2018年９月２日から 
2023年９月１日まで 

㈱ジェイ・エス・ビー 第H26-006号 
2019年８月６日から 
2024年８月５日まで 

㈱ジェイ・エス・ビー 第H29-001号 
2017年５月30日から 
2022年５月29日まで 

サービス付き高齢者向け
住宅事業（豊中市） 

㈱ジェイ・エス・ビー 豊中市（24）0006 
2018年３月４日から 
2023年３月３日まで 

㈱ジェイ・エス・ビー 
豊中市（R02）
0001 

2020年８月１日から 
2025年７月31日まで 

サービス付き高齢者向け
住宅事業（福岡市） 

㈱ジェイ・エス・ビー 福岡市H24-0023 
2017年12月11日から 
2022年12月10日まで 

㈱ジェイ・エス・ビー 福岡市H24-0024 
2017年12月13日から 
2022年12月12日まで 

㈱ジェイ・エス・ビー 福岡市H25-0048 
2019年２月６日から 
2024年２月５日まで 

指定居宅介護支援事業者 
指定居宅サービス事業者 
指定第１号訪問事業者 
指定地域密着型サービス
事業者 
指定第１号通所事業者 
他 

㈱グランユニライフケアサービス 0171404668 他 
事業所ごと 

指定日より６年間 
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各種業法について理解と見識の低さから違法行為を行う可能性があると認識しており、当該リスクへの対応とし

て、役職員が常に法令遵守を意識して業務に取り組むようコンプライアンスに関する研修を定期的に行っておりま

す。 

（7）一括借上方式（運営委託方式のうち賃料定額型）による事業展開について 

当社グループは、主に不動産賃貸物件を当社が一括して借上げ、不動産オーナーに対しては家賃保証を行い、入

居者に転貸する方式により、業務を行っております。当方式は、不動産オーナーに対して契約期間中は部屋の稼動

の有無や当社が入居者から受け取る賃料に関係なく、毎月定額の賃借料を支払う内容となっております。そのた

め、当社が想定する稼働率及び家賃相場を大幅に下回り、入居者からの賃料収入が不動産オーナーへ支払う保証賃

料を下回る場合には、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

当該リスクが顕在化する可能性は、第33期連結会計年度（自 2020年11月１日 至 2021年10月31日）において

も相応にあるものと認識しております。当該リスクへの対応については、空室の発生や賃料相場の下落による業績

の影響を低減するために、不動産オーナーとの運営管理委託契約において経済情勢が変動した場合の賃料改定条項

を設けるほか、入居者との賃貸借契約では契約解除に関して主に２ヶ月前までの予告を義務付け、転借人の募集期

間を確保するなどの対策を講じております。

（8）事業年度内における業績変動及び制度変容等について 

不動産仲介業務においては、業界全般において１月から３月に契約が集中し、この時期の収益が大きくなる傾向

にあります。当社グループでも、学生の住まい探しの時期が１月から３月に集中することから、同一事業年度内に

おいて業績が変動いたします。また、当社は契約金として入居者から家賃の１～３か月分に相当する額を入居時に

一括して受け取る礼金制度（当社グループにおいて一部地域では礼金を入館金と呼称しております。）を採用して

おり、当社が一括借上を行っている物件では、当社が貸主として入居者から礼金を受領しております。この礼金収

入は契約開始が集中する４月に大部分が売上高に計上されるため、当社グループの第１四半期（11月～１月）、第

３四半期（５月～７月）及び第４四半期（８月～10月）よりも、４月が属する第２四半期（２月～４月）の比重が

高くなっております。

当社グループが採用している礼金制度は、業界及び地域慣習の動向の影響を受ける可能性があり、制度自体の変

容や廃止等が起こる可能性があります。また、敷金制度（賃借人の賃料滞納などの債務の担保を目的として、家賃

の１～３ヶ月分に相当する額の預託を受ける制度）も同様であります。これらが起こった場合、当該礼金収入の減

少や敷金預託の減少が発生し、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

なお、第32期連結会計年度（自 2019年11月１日 至 2020年10月31日）における四半期ごとの業績概要は以下

のとおりであります。 

  第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 通期

売上高(千円) 9,826,358 16,008,390 11,152,432 11,071,101 48,058,282

構成比(％) 20.4 33.3 23.2 23.1 100.0

営業利益又は
営業損失(△)(千円)

△292,262 4,329,559 578,473 △277,428 4,338,343

構成比(％) △6.7 99.8 13.3 △6.4 100.0

 
当該リスクが顕在化する可能性は、第33期連結会計年度（自 2020年11月１日 至 2021年10月31日）において

も相応にあるものと認識しております。当該リスクへの対応については、制度改正及び公正な会計慣行に関する情

報を的確に把握するように努めております。 

（9）高齢者住宅事業について 

当社グループでは、来たる超高齢化社会を見据え、高齢者住宅事業に取組んでおります。当業界は、政府の新成

長戦略において2025年までに全高齢者における高齢者向け住宅の割合を４％程度とすることが目標とされているこ

とに加え、2011年10月に施行された改正高齢者住まい法による「サービス付き高齢者向け住宅制度」の導入や、こ

れに伴う建築費補助や融資支援など、政策的に参入促進の基調にあります。しかしながら、今後業界に対する不測

の規制強化や、業界に対するニーズの急激な変化、また当社グループの高齢者住宅事業において介護職員の採用

が円滑に進まないこと等により当該事業の進捗が滞った場合には、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性が

あります。当該リスクが顕在化する可能性は現時点では高くないと認識しておりますが、当該リスクへの対応につ

いては、業界動向を注視するとともに、法改正情報を的確に把握するように努めております。
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（10）介護保険法の改正、介護報酬の改定について 

当社グループの高齢者住宅事業における介護サービスは、介護保険法をはじめとする各種関連法令によって規制

を受ける公的介護保険法内のサービスが中心となっております。これらのサービスは５年毎の介護保険法の改正、

３年毎の介護報酬の改定により、業績等に影響を及ぼす可能性があります。

当該リスクが顕在化する可能性として、改正対象年度において相応の影響があるものと認識しております。当該

リスクへの対応については、当社グループの高齢者住宅事業の強みである一括借上による借上差益の確保や介護用

品販売等のサービスラインナップの拡充により、リスク分散に努めております。

（11）個人情報管理について 

当社グループは、事業を行うにあたり不動産オーナー及び入居者の個人情報を多数扱っており、個人情報取扱業

者に該当しております。個人情報の取扱いに際しては、厳重な取扱いに留意しておりますが、不測の事態により、

万が一個人情報が外部へ漏洩するような事態となった場合は、当社グループの信用失墜による契約件数の減少、売

上の減少又は損害賠償による損失発生等の可能性も考えられ、その場合には、当社グループの業績等に影響を及ぼ

す可能性があります。

当該リスクが顕在化する可能性は現時点では高くないと認識しておりますが、当該リスクへの対応については、

プライバシーマークの継続的な更新や情報の管理に係る社内規程の整備・周知、役職員に対して個人情報管理、情

報セキュリティに関する研修を定期的に行っております。

（12）ストック・オプションと株式の希薄化について 

当社グループでは、当社及び当社子会社の取締役及び従業員に対し、当社グループの業績向上に対する貢献意欲

や士気を一層高めるとともに、株主との価値共有を推進することにより、企業価値向上に資することを目的とする

ため、新株予約権を付与しております。2021年６月30日現在、新株予約権による潜在株式数は334,000株であり、

これは発行済株式総数の3.4％に相当しております。今後、これらの新株予約権が行使された場合、当社の１株当

たりの株式価値が希薄化する可能性があります。 

今後においても、ストック・オプション制度を活用していくことを検討することがあります。その場合には、当

社の１株当たりの株式価値に希薄化が生じますが、役員及び従業員が、業績向上意欲や士気を高め、株価変動に関

する利害を株主の皆様と共有し、結果として、企業価値向上へ貢献するものと考えております。 

（13）重要な訴訟等におけるリスクについて 

当社グループは、国内外の活動に関して、訴訟、紛争、その他の法的手続きの対象となる恐れがあります。不動

産事業及び建設業においては、当社グループの企画するマンション建設に伴う近隣住民との紛争及び契約内容に関

する賃借人又は施主との訴訟等が考えられます。重要な訴訟等が提起された場合、訴訟等の内容及び結果によって

は当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

予期せぬ訴訟等については発生の可能性はあると認識しておりますが、現時点で予測できる内容は無く、どの程

度の可能性があるかは想定できません。

（14）金利変動リスク 

当社グループは、物件開発資金を主とした必要資金の多くを金融機関からの借入により調達しておりますが、長

期借入金の比率を高めるなど将来の金利上昇による経営成績の悪化並びに流動性に対する対応策を講じておりま

す。ただし、急速かつ大幅な金利変動があれば、支払利息の増加等により当社グループの業績等に影響を及ぼす可

能性があります。また、金利が大幅に上昇した場合には、物件建設資金を借り入れた場合の金利負担の上昇等、資

金調達コストの増加が起こり、不動産オーナーの賃貸事業運営に影響を与える可能性があります。

当該リスクは市場動向によるため顕在化する可能性は常にあるものと認識しております。当該リスクへの対応に

ついては、金融機関からの資金調達では金利変動による影響を軽減するため、金融情勢を踏まえながら一定程度金

利を固定化することで金利上昇局面での業績等に与える影響を最小限に抑える取り組みを行っております。 

（15）自然災害リスク 

地震、台風、洪水、津波等の自然災害や気候変動に伴う異常気象、コロナウイルスやインフルエンザウイルス等

の感染症拡大等の自然災害リスクに対して、全ての被害や影響を回避することは困難であり、また、大規模災害の

発生に伴い、被災地域における営業活動の停止、被害を受けた設備等の修復、ライフラインの供給停止が生した場

合は、当社グループの事業及び業績等に影響を与える可能性があります。 

当該リスクが顕在化する時期や影響を予測することは困難ではありますが、発生時の損害を最小限に抑えるた

め、安否確認体制の構築、自然災害対応マニュアルの作成、事業継続計画等の整備に努めております。 
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（16）新型コロナウイルス感染症の影響について 

当社グループの主要な事業セグメントへの影響は以下のとおり分析しております。

なお、以下に記載するリスクが顕在化する可能性は常にあるものと認識しております。各リスクへの対応につい

ては、各種事前対策、緊急対策を定めるとともに、状況に応じて臨機応変な対応に努めるなど、リスク管理を慎重

に行い、当社グループの業績への影響を低減させるよう努めてまいります。

＜不動産賃貸管理事業＞

当社グループの管理物件及び営業店舗における感染防止対策の徹底、入居者の安全・安心の確保のため、保健

所や専門業者との緊密な連携により入居者に感染者が発生した場合の迅速な対応に努めております。

また、第32期連結会計年度（自 2019年11月１日 至 2020年10月31日）に実施した入居時の初期費用無料・

一定期間の家賃無料等をはじめ、学生支援を目的とする各種キャンペーンも継続的に実施してまいります。

しかしながら、今後、感染拡大の長期化等による行動制限、営業制限の影響から新規入居者への募集活動の抑

制を余儀なくされた場合は、管理物件の入居率が低下するなど、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

＜高齢者住宅事業＞ 

当セグメントでは本有価証券届出書提出日（2021年７月26日）現在、京都・滋賀エリアを中心に、函館・仙

台・大阪・九州の各地域において事業を展開しております。 

2020年４月から５月の緊急事態宣言発出時においては、一部顧客のサービス利用中止を受け通所介護事業所に

係る介護報酬の減少はあったものの、訪問介護等を含む全体の介護報酬には大きな影響はありませんでした。し

かしながら、今後、各自治体における社会福祉施設等への休業要請が発生した場合や、各自治体の方針如何によ

っては、一部サービスの供給が困難となり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

＜その他＞

・学生支援サービス

合同企業説明会において企業側の出展取りやめや、主催者側での開催中止などもあり、収益機会の鈍化などが

あったものの、足もとでは地域制限のないＷＥＢ合説の開催等を通じて収益の挽回に努めております。また、Ｗ

ＥＢセミナーの開催を中心に就活支援等のサービスを強化するなど、オンラインサービスへシフトすることで収

益の縮小を一時的なものとすべく取り組んでおります。しかしながら、こうした取り組みが不調に進捗する場合

は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

・日本語学校事業 

海外からの留学生を対象にした日本語学校の運営において、海外渡航者に対する入国制限等の影響から、受け

入れ時期に遅れが生じ、入学金等学費に関連する売上高の鈍化が見られます。一部では当該制限の緩和があるも

のの、留学生側の自国でのビザ発給余力、航空便の減便、また、日本でのＰＣＲ検査対応余力等、入国までの実

務過程に平常時とは程遠い課題がある状況が継続しています。今後、こうした実務課題解消までの期間が長期化

する場合、留学生の受け入れ鈍化が継続し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

・不動産販売事業

本有価証券届出書提出日（2021年７月26日）現在は、市況が活性化しているものの、中期的な動向が不透明な

ことを勘案して、販売用不動産の新規取得は差し控えており、当該事業に対する影響はございません。

・新規事業

学生を対象としたキャリア教育・支援事業では一部営業活動の自粛制限を行ったものの、本有価証券届出書提

出日（2021年７月26日）現在では平常時の営業活動を再開しております。また、ハッカソンの開催等を通じたＡ

Ｉ人材のプラットフォーム事業については、オンラインでのサービス提供を中心に展開しているため、事業運営

への影響はございません。
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第３【参照書類を縦覧に供している場所】
株式会社ジェイ・エス・ビー 本店 

（京都市下京区因幡堂町655番地） 

株式会社ジェイ・エス・ビー 東京本部 

（東京都新宿区西新宿一丁目６番１号） 

株式会社ジェイ・エス・ビー 名古屋支社 

（名古屋市中村区椿町７番１号） 

株式会社ジェイ・エス・ビー 大阪支社 

（大阪市東淀川区東中島一丁目20番14号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

第四部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。 

 

第五部【特別情報】
 該当事項はありません。 

 

2021/07/19 14:38:01／21791005_株式会社ジェイ・エス・ビー_有価証券届出書（参照）

- 20 -



「参照方式」の利用適格要件を満たしていることを示す書面 

 

会社名 株式会社ジェイ・エス・ビー 

代表者の役職氏名 代表取締役社長  近藤 雅彦 

 

１ 当社は１年間継続して有価証券報告書を提出しております。 

 

２ 当社の発行する株券は、東京証券取引所に上場されております。 

 

３ 当社の発行済株券は、３年平均上場時価総額が250億円以上であります。 

28,595百万円 

 

（参考） 

（2019年６月28日の上場時価総額） 

東京証券取引所に
おける最終価格 

  発行済株式総数    

4,490円 × 4,778,000株 ＝ 21,453百万円 

         

（2020年６月30日の上場時価総額） 

東京証券取引所に
おける最終価格 

  発行済株式総数    

2,700円 × 9,714,200株 ＝ 26,228百万円 

         

（2021年６月30日の上場時価総額） 

東京証券取引所に
おける最終価格 

  発行済株式総数    

3,885円 × 9,808,200株 ＝ 38,104百万円 

 

 （注） 2019年６月30日は取引休業日であるため、その直前取引日である2019年６月28日の東京証券取引所における最

終価格で計算しております。 
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事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移 

 

１ 事業内容の概要 

 当社グループは、当社（㈱ジェイ・エス・ビー）、連結子会社10社から構成されており、不動産賃貸管理事業、高

齢者住宅事業及びその他事業を営んでおります。

 当社グループは全国的な事業展開を行っており、2021年４月現在の管理戸数は76,612戸、管理棟数は2,101棟とな

っております。（北海道地区 3,544戸／74棟、東北地区 6,717戸／126棟、首都圏地区 22,463戸／622棟、東海地

区 5,077戸／144棟、京滋・北陸地区 13,783戸／395棟、阪神地区 8,864戸／244棟、中国・四国地区 7,330戸／

234棟、九州地区 8,834戸／262棟）

 2021年４月現在の直営店舗数は79店舗となっております。（北海道地区 ４店舗、東北地区 ３店舗、首都圏地区 

21店舗、東海地区 ６店舗、京滋・北陸地区 14店舗、阪神地区 ８店舗、中国・四国地区 ９店舗、九州地区 14

店舗）

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。なお、持分法非

適用関連会社については、記載を省略しております。

 

(1）不動産賃貸管理事業

 当社は、主に学生を対象としたマンション（以下「学生マンション」という。）の企画提案、竣工後の建物の賃

貸運営及び管理業務を行っております。

 具体的には、当社オリジナル仕様の学生マンション等を不動産オーナーに企画提案し、建物が竣工した後は当社

が一括借上を行い、オーナーに対する家賃保証を行った上で、学生等の入居者に転貸することを主たる事業として

おります。また、不動産オーナーと入居者間で賃貸借契約を締結する運営方式の場合には、入居に応じ当社グルー

プにて家賃回収代行を行っております。なお、建物メンテナンスや入居者サポート業務、アセットマネジメント会

社からのプロパティマネジメント業務の受託及び大学等からの学生寮の企画・運営業務の受託も行っております。

 当社が運営を受託した学生マンション等の入居者募集業務及び仲介業務は、㈱ジェイ・エス・ビー・ネットワー

クが行っており、その対象は学生や社会人、法人等となります。

 建物及び付帯設備メンテナンスや入居者管理業務については、当社が不動産オーナーから受託し、当該業務全般

を㈱ジェイ・エス・ビー・ネットワークに再委託しております。また、物件のリフォーム提案業務も建物メンテナ

ンス業務の一環として行っております。物件改修工事については、建設業免許を有する総合管財㈱が㈱ジェイ・エ

ス・ビー・ネットワークから案件紹介を受け、不動産オーナーより受託しております。

 各業務の主な内容は以下のとおりであります。

 

（学生マンションの企画提案、運営業務の受託）

 当社が、不動産オーナーに対して主として学生マンションによる不動産の活用を企画提案し、竣工後のマンショ

ン運営業務の受託を行っております。当社グループで実施している不動産オーナーに対する営業手法としては、①

建築会社、設計事務所、金融機関、会計事務所等の取引先からの紹介②既存オーナーからの管理受注依頼③独自調

査による新規開拓先への営業などがあります。全体の受注比率としては①及び②のケースが60～80％程度と高く、

①のケースにおいては工事を実施する建築会社、設計を実施する設計事務所から不動産オーナーの紹介を受け、共

同でオーナーに対し事業提案を実施する、あるいは富裕層の情報を持つ金融機関から有効活用を考えている不動産

オーナーの情報をヒアリングし当社の事業を提案するという営業手法を活用し、事業を展開しております。

 当社の学生マンション運営は、主に入居者募集や管理といった賃貸運営にかかるすべての業務を当社にて行う運

営管理委託方式で受託しております。

 運営管理委託方式のうち賃料定額型は、当社と不動産オーナーの間で締結した契約に基づき、物件の稼動状況に

かかわらず、当社がオーナーに定額の家賃を保証した上で一括して借上げ、当社が転貸人として学生等の入居者に

転貸する方式であります。

 また、委託型という運営方式では不動産オーナーの収入は入居に応じた入金実績がそのまま収入となります。賃

貸借契約は不動産オーナーが直接借主と締結いたします。入居者募集、建物メンテナンス、入居者管理業務及び家

賃回収代行業務等を当社グループが受託しております。

 

（学生マンションの自社開発）

 学生のライフスタイルに特化した学生マンションとして、立地・設備設計・デザイン・利便性、また、これまで

当社グループが培った運営ノウハウを通じて、入居後の総合的な生活サポートを追求した当社オリジナル仕様の物

件開発を行っております。これにより他社との差別化を図り、事業競争力の増強に努めております。

 

2021/07/08 20:47:02／A1791001_株式会社ジェイ・エス・ビー_一般その他

- 22 -



（主に学生向けの不動産仲介業務） 

 ㈱ジェイ・エス・ビー・ネットワークが、当社が不動産オーナーから賃借した物件及び入居者管理業務や募集業

務を受託した物件、他業者が管理を行う物件等の仲介業務を行っております。

 入居者の資格を原則として学生等に限定していることから、卒業等による入退去の時期が一般の賃貸住宅と比較

して把握しやすくなっております。こうした特徴を生かし、早期に次期入居者の募集を開始することで、空室の発

生を抑え安定した稼働状況を維持することが可能となっております。また全国での直営店舗展開や、大学及び専門

学校との提携、学生等のニーズに応える独自のサービス提供等により募集力を維持・強化しております。その他近

年需要が高い留学生向けの仲介業務も行っております。なお、当該事業については宅地建物取引業法に基づき、国

土交通大臣免許を取得しております。

 

（主に社会人、法人向けの不動産仲介業務）

 ㈱ジェイ・エス・ビー・ネットワークが、学生向けの不動産仲介業務と並行し、社会人や法人向けに賃貸用不動

産の仲介業務を行っております。就職により社会人となる卒業生の住まい探しをはじめ、対象を学生に限定せず賃

貸用不動産の仲介業務を行っているほか、宅地又は建物についての売買の代理や媒介も行っております。

 

（主に高齢者向けの不動産仲介業務）

 ㈱ジェイ・エス・ビー・ネットワークが、高齢者向け賃貸用不動産の仲介業務を行っております。当社が運営業

務を受託しているサービス付き高齢者向け住宅の他、他業者が運営する高齢者向け賃貸用不動産の仲介も行ってお

ります。

 

（建物メンテナンス業務、入居者管理業務） 

 当社が、不動産を所有するオーナーから建物や付帯する設備のメンテナンス業務（清掃管理業務・設備管理業

務・小規模修繕業務等）及び入居者管理業務を受託し、当該業務全般を㈱ジェイ・エス・ビー・ネットワークに再

委託しております。

 入居者管理業務では、家賃請求、入退室管理、敷金精算、苦情処理等を行い、建物維持管理では日常の巡回点検

をはじめ各種設備の維持管理、特殊設備管理等を行っております。

 

（家賃債務保証業務） 

 リビングネットワークサービス㈱では、当社が不動産オーナーから賃借した物件及び入居者募集業務を受託した

物件等の賃借人を対象に、家賃債務保証業務を行っております。主に学生向け物件の賃借人を対象に家賃債務保証

サービスを提供しております。

 

(2）高齢者住宅事業

（高齢者向け不動産賃貸管理業務）

 当社が不動産オーナーに対して主としてサービス付き高齢者向け住宅による不動産の活用を企画提案し、竣工後

の運営業務を受託しております。なお、当社が運営を受託した物件については、主に当社にて一括借上を行い、借

主に転貸する方式であります。

 

（介護サービス事業）

 ㈱グランユニライフケアサービスでは、介護サービス事業（訪問介護、通所介護、居宅介護支援、定期巡回・随

時対応型訪問介護看護等）を行います。不動産オーナーから当社が運営を受託したサービス付き高齢者向け住宅の

入居者の他、一部、近隣住民等も対象に介護サービス事業を提供しております。

 

(3）その他事業

（学生支援サービス）

 ㈱ＯＶＯが企業の採用活動を代行し、学生の採用を目的とした企業説明会の開催の企画、サポート等を受託して

おります。学生に対しては、企業説明会や就職セミナー情報の提供を行うことで就職活動の支援を行っておりま

す。そのほか、アルバイト情報の提供、インターンシップ（学生が一定期間企業等の中で研修生として働き、自分

の将来に関連のある就業体験を行える制度）の支援も行っております。

 

（日本語学校事業）

 当社では、海外からの留学生向けの日本語学校の運営を行っております。生活サポートとして当社管理マンショ

ンを学生寮として活用しております。
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（不動産販売事業） 

 当社では、販売用不動産として取得した土地、マンションや商業ビル等の不動産について、売主として第三者へ

売却しております。なお、販売用不動産については原則として、転売までの当社所有期間中、当社グループにて入

居者募集を行い学生、社会人及び法人等に賃貸しております。

 現在は、市況が活性化しているものの、中期的な動向が不透明なこと等を勘案して新規不動産の取得は差し控え

ており、今後の地価や不動産投資市場の動向を慎重に見極めつつ取組みたいと考えております。

 

［事業系統図］

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

 

 （注） 上記事業系統図に記載されているほか、連結子会社として、㈱東京学生ライフ、㈱湘南学生ライフ、㈱スタイ

ルガーデン及び㈱Ｍｅｗｃｋｅｔを有しております。 
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２ 主要な経営指標等の推移 

(1）連結経営指標等

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期 

決算年月 2016年10月 2017年10月 2018年10月 2019年10月 2020年10月 

売上高 (千円) 34,063,698 36,428,341 38,940,140 42,667,695 48,058,282 

経常利益 (千円) 2,063,834 2,638,952 2,890,833 3,345,341 4,248,712 

親会社株主に帰属する

当期純利益 
(千円) 1,187,197 1,550,701 2,078,791 2,307,744 2,761,826 

包括利益 (千円) 1,203,856 1,726,859 1,944,768 2,330,680 2,892,680 

純資産額 (千円) 6,483,819 9,267,223 12,621,043 14,793,095 17,235,694 

総資産額 (千円) 23,642,888 27,221,926 29,933,443 34,578,155 40,245,739 

１株当たり純資産額 (円) 806.85 1,048.55 1,341.91 1,542.57 1,790.16 

１株当たり当期純利益

金額 
(円) 147.57 187.80 231.21 242.03 289.06 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
(円) － 185.61 219.80 234.03 281.68 

自己資本比率 (％) 27.4 34.0 42.2 42.8 42.7 

自己資本利益率 (％) 19.9 19.7 19.0 16.8 17.3 

株価収益率 (倍) － 11.3 10.0 11.0 10.2 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円) 2,063,963 2,871,856 2,187,930 3,449,423 5,003,753 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円) △2,847,445 △1,620,711 △2,274,644 △4,295,138 △5,542,422 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円) 1,069,485 1,137,483 851,848 1,349,957 1,232,835 

現金及び現金同等物の

期末残高 
(千円) 4,945,981 7,335,082 8,100,033 8,604,108 9,298,405 

従業員数 

(人) 

707 772 875 972 1,056 

(外、平均臨時雇用者

数) 
(347) (345) (399) (497) (541) 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第28期は新株予約権の残高はありますが、当社株式

は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

３．2017年５月26日付で普通株式１株につき50株の株式分割、2020年５月１日付で普通株式１株につき２株の株

式分割を行っておりますが、第28期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株

当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。 

４．第28期の株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。 

５．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含みます。）であります。臨時雇用者数（パートタイマー等を含む。）は、年間の平均人員を（ ）

外数で記載しており、１人当たり１日８時間換算にて算出したものであります。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期 

決算年月 2016年10月 2017年10月 2018年10月 2019年10月 2020年10月 

売上高 (千円) 29,588,885 31,635,252 33,674,636 37,002,681 41,409,460 

経常利益 (千円) 1,528,523 1,840,808 2,300,010 2,859,624 3,593,446 

当期純利益 (千円) 904,792 1,162,585 1,773,647 2,133,507 2,558,584 

資本金 (千円) 1,133,036 1,726,664 2,512,614 2,588,144 2,624,024 

発行済株式総数 (株) 80,740 4,438,100 4,721,300 4,837,500 9,785,400 

純資産額 (千円) 5,850,213 8,234,004 11,302,341 13,318,628 15,567,749 

総資産額 (千円) 22,102,142 25,052,861 27,658,436 32,012,474 37,057,723 

１株当たり純資産額 (円) 728.00 931.65 1,201.69 1,388.81 1,619.96 

１株当たり配当額 
(円) 

1,625.00 37.00 40.00 55.00 34.00 

(うち１株当たり中間配当額) (－) (－) (－) (－) (－) 

１株当たり当期純利益金額 (円) 112.47 140.80 197.27 223.75 267.78 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
(円) － 139.16 187.54 216.37 260.95 

自己資本比率 (％) 26.5 32.9 40.9 41.6 42.0 

自己資本利益率 (％) 16.6 16.5 18.2 17.3 17.7 

株価収益率 (倍) － 15.1 11.7 11.9 11.1 

配当性向 (％) 14.4 13.1 10.1 12.3 12.7 

従業員数 
(人) 

195 189 193 213 216 

(外、平均臨時雇用者数) (13) (20) (28) (44) (27) 

株主総利回り (％) － － 110.4 128.3 144.0 

（比較指標：TOPIX） (％) (－) (－) (93.2) (94.4) (89.4) 

最高株価 (円) － 
4,765 

 

6,980 

 

5,320 

 

3,180 

(5,940) 

最低株価 (円) － 
3,730 

 

4,100 

 

3,060 

 

2,150 

(3,225) 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 
２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第28期は新株予約権の残高はありますが、当社株式

は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 
３．2017年５月26日付で普通株式１株につき50株の株式分割、2020年５月１日付で普通株式１株につき２株の株

式分割を行っておりますが、第28期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株
当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。なお、１株当た
り配当額につきましては、当該株式分割前の実際の配当金の額を記載しております。 

４．第28期の株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。 
５．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含みます。）でありま

す。臨時雇用者数（パートタイマー等を含む。）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しており、１人当
たり１日８時間換算にて算出したものであります。

６．当社は、2017年７月20日に東京証券取引所市場第二部に株式を上場いたしましたので、第29期以前の株主総
利回り及び比較指標については記載しておりません。 

７．最高・最低株価は、2018年７月20日より東京証券取引所市場第一部におけるものであり、それ以前は東京証
券取引所市場第二部におけるものであります。なお、2017年７月20日をもって同取引所に株式を上場いたし
ましたので、それ以前の株価については該当事項はありません。 

８．2020年５月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っておりますが、第32期の株価については株式
分割後の最高株価及び最低株価を記載しており、( )内に株式分割前の最高株価及び最低株価を記載してお
ります。 
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自己株式の取得等の状況 

（対象期間：自 2020年12月14日 至 2021年７月23日） 

2021年７月26日 

株式の種類 普通株式 

 

１【取得状況】 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。 

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

2021年７月23日現在 
 

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（2020年12月14日）での決議状況

（取得期間 2020年12月15日～2021年４月30日）
110,000 300,000,000 

対象期間における取得自己株式（取得日） 
2020年

12月17日

 

1,300

 

4,061,500

  12月18日 1,400 4,316,000

  12月21日 1,300 4,106,000

  12月22日 1,300 4,147,500

  12月23日 1,200 4,058,000

  12月24日 1,200 4,061,000

  12月25日 1,100 3,769,500

  12月28日 1,100 3,881,500

  12月29日 1,100 3,855,500

  12月30日 1,100 3,837,000

 
2021年

１月４日

 

1,100

 

3,817,000

  １月５日 1,100 3,828,000

  １月６日 1,100 3,786,000

  １月７日 1,100 3,745,000

  １月８日 1,200 4,037,000

  １月12日 1,100 3,726,000

  １月13日 1,200 4,013,000

  １月14日 1,200 4,059,000

  １月15日 1,200 4,089,000

  １月18日 1,300 4,407,500

  １月19日 1,300 4,371,500

  １月20日 1,200 4,092,000

  １月21日 1,200 4,163,500

  １月22日 1,200 4,082,500

  １月25日 1,100 3,808,000
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区分 株式数（株） 価額の総額（円）

  １月26日 1,100 3,823,000

  ２月３日 1,200 4,083,500

  ２月４日 1,100 3,783,500

  ２月５日 1,100 3,808,000

  ２月８日 1,200 4,106,000

  ２月９日 1,100 3,829,000

  ２月10日 1,100 3,885,500

  ２月12日 1,100 4,010,000

  ２月15日 1,100 4,052,500

  ２月16日 1,100 3,943,000

  ２月17日 1,100 3,824,500

  ２月18日 1,100 3,858,500

  ２月19日 1,100 3,774,000

  ２月22日 1,200 4,079,500

  ２月24日 1,200 4,061,000

  ２月25日 1,100 3,777,000

  ２月26日 1,200 4,104,500

  ３月１日 1,200 4,044,000

  ３月２日 1,200 4,064,500

  ３月３日 1,100 3,846,500

  ３月４日 1,100 3,785,000

  ３月５日 1,100 3,827,000

  ３月８日 1,200 4,110,500

  ３月９日 1,100 3,764,500

  ３月10日 1,200 4,140,500

  ３月11日 1,100 3,866,000

  ３月12日 1,200 4,191,000

  ３月15日 1,200 4,160,500

  ３月16日 1,200 4,122,000

  ３月17日 1,200 4,118,500

  ３月18日 1,200 4,063,000

  ３月19日 1,200 4,060,500

  ３月22日 1,200 4,049,500

  ３月23日 1,200 4,135,500
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区分 株式数（株） 価額の総額（円）

  ３月24日 1,200 4,058,000

  ３月25日 1,300 4,318,500

  ３月26日 1,300 4,187,500

  ３月29日 1,300 4,269,500

  ３月30日 1,300 4,286,000

  ３月31日 1,300 4,249,000

  ４月１日 1,300 4,238,000

  ４月２日 1,300 4,171,500

  ４月５日 1,300 4,237,000

  ４月６日 1,300 4,167,500

  ４月７日 1,300 4,263,500

  ４月８日 1,400 4,564,500

  ４月９日 1,400 4,489,500

  ４月12日 1,400 4,446,500

  ４月13日 1,500 4,782,500

計 － 88,700 299,999,500

自己株式取得の進捗状況（％） 80.6 100.0 

 （注） 取得期間は約定日ベースで、取得自己株式は受渡日ベースで記載しております。

 

２【処理状況】 

2021年７月23日現在
 

区分 対象期間における処分株式数（株） 処分価額の総額（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 
（処分日） 

―月―日 
― ― 

計 ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 
（消却日） 

―月―日 
― ― 

計 ― ― ― 

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る移転を行

った取得自己株式 

（移転日） 

―月―日 
― ― 

計 ― ― ― 

その他（譲渡制限付株式報酬として処分を行った取得

自己株式） 

（処分日） 

2021年３月22日 
27,000 75,330,000 

計 ― 27,000 75,330,000 

合計 27,000 75,330,000 
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３【保有状況】 

2021年７月23日現在
 

対象期間末日における保有状況 株式数（株）

発行済株式総数 9,814,900 

保有自己株式数 238,436 

 （注） 保有自己株式数には、2021年７月１日から2021年７月23日までの間に単元未満株式の買取請求により取得した

株式数は含まれておりません。
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株式会社プロネクサス　印刷
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